
第 5 回 復 興 交 付 金 交 付 可 能 額 通 知

うち市町村交付分

2,830,1771,035,656 3,865,833

28,01726,996 55,013福 島 県 郡 山 市
うち都道県交付分

（うち間接補助分）

2,802,1601,008,660 3,810,820

00 0

既 配 分 額
（前回までの配分済額）

合 計
（既配分額+今回配分額）

(単位：千円）

今 回 配 分 額
（ 国 費 ）



（単位：千円）

基 幹 事 業 効 果 促 進 事 業

配 分 額 配 分 額

《事業別配分額》 2,828,017 2,160

D-4 災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る用地取得造成等） 2,800,000 2,160

D-14 造成宅地滑動崩落緊急対策事業 28,017 0

2,828,017 2,160

事業
番号

基　　　幹　　　事　　　　業　　　　名

計

第 5 回復興交付金配分計画総括表



【平成 24年度

県名 市町村名 事業名 要素事業名
地区名
施設名

 交付団体 直接/間接
基本

国費率

交付
対象

事業費

交付対象事業費
のうち、特定市

町村又は特定都
道県以外の者が
負担する額を減

じた額

既配分額
（前回までの配分済額）

第 5 回
配分額
（国費）

合計
（既配分額

+今回配分額））

福島県 郡山市  D - 14 大槻町八坦地区造成宅地滑動崩落緊急対策事業 造成宅地滑動崩落緊急対策事業
旧市内
造成宅地

市 直接 1/2 20,532 20,532 13,811 15,399 29,210

福島県 郡山市  D - 14 桜木一丁目地区造成宅地滑動崩落緊急対策事業 造成宅地滑動崩落緊急対策事業
旧市内
造成宅地

市 直接 1/2 16,825 16,825 10,545 12,618 23,163

】

事業番号

第 5 回

復興交付金配分計画表(福島県郡山市)

（単位：千円）



【平成 25年度

県名 市町村名 事業名 要素事業名
地区名
施設名

 交付団体 直接/間接
基本

国費率

交付
対象

事業費

交付対象事業費
のうち、特定市

町村又は特定都
道県以外の者が
負担する額を減

じた額

既配分額
（前回までの配分済額）

第 5 回
配分額
（国費）

合計
（既配分額

+今回配分額））

福島県 郡山市  D - 4 災害公営住宅整備事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

安積町 県 直接 3/4 600,000 600,000 0 525,000 525,000

福島県 郡山市  D - 4 災害公営住宅整備事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

富田町 県 直接 3/4 800,000 800,000 0 700,000 700,000

福島県 郡山市  D - 4 災害公営住宅整備事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

日和田町 県 直接 3/4 400,000 400,000 0 350,000 350,000

福島県 郡山市  D - 4 災害公営住宅整備事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

富久山町 県 直接 3/4 400,000 400,000 0 350,000 350,000

福島県 郡山市  D - 4 災害公営住宅整備事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

喜久田町 県 直接 3/4 1,000,000 1,000,000 0 875,000 875,000

福島県 郡山市 ◆ D - 4 県営住宅管理システムプログラム機能追加事業
災害公営住宅整備事業等（災害公営住宅の整備、災害公
営住宅に係る用地取得造成等）

県内 県 直接 4/5 2,700 2,700 0 2,160 2,160

第 5 回

復興交付金配分計画表(福島県郡山市)

】 （単位：千円）

事業番号



（交付可能額通知 別紙） 

 

 

 

災害公営住宅整備事業（安積町、富田町、日和

田町、富久山町、喜久田町）にかかる留意事項 

 

 

 

①  平成２５年度以降の原子力災害避難者向け災害

公営住宅の整備については、関連する基盤整備を含

め、原子力災害避難者への支援のあり方全体の中で

検討するため、長期避難者生活拠点形成交付金（仮

称）で対応することとする。 

 

②  他方、標記事業については、長期避難者生活拠点

形成交付金（仮称）が創設されるまでの暫定的な措

置として、復興交付金で対応することとする。 
 

以上 
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